
令和 元 年度 総合計画実施計画表
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成果 普通徴収保険料の収納率 ％
収納済保険料÷保険料調定
額

99.00 99.50
61.38 57.17 63.67 57.56

99.60 99.70 99.70
99.28 99.37 99.01 99.10

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果
普通徴収保険料の口座振
替率

％ 口座振替者÷普通徴収者
75.00 75.00 75.00 75.00 75.00

一般財源 1,027,772 1,061,652 1,144,711 1,075,610 1,131,687
その他特財 234,413 245,865 244,695 257,479 255,524
受益者負担金 604,699 610,894 621,396 638,541 698,592
借入金（地方債） 0 0 0 0 0
国・県支出金 166,050 175,650 174,525 182,938 182,310

特定財源 1,005,162 1,032,409 1,040,616 1,078,958 1,136,426

人件費E=D×2,000千円 0 0 0 0 0

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費C=B×7,500千円 20,000 20,640 21,280 19,760 19,875

職員従事者数（人・年）Ｂ 2.50 2.58 2.80 2.60 2.65

令和元年度事業
及び積算内容

後期高齢者医療制度運営事業　　　1,025,486千円
後期高齢者医療広域連合納付金　 　956,356千円
後期高齢者医療健康診査事業　　　　　7,080千円

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 2,012,934 2,073,421 2,164,047 2,134,808 2,248,238

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 2,032,934 2,094,061 2,185,327 2,154,568 2,268,113

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・後期高齢者医療保険料の収納
・被保険者証の発行等、兵庫県後期高齢者医療制度の啓発や保険料に関する相談
・健康診査の実施

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
・後期高齢者医療制
度運営事業
・後期高齢者医療広
域連合納付金
・後期高齢者医療保
険料徴収
・後期高齢者医療健
康診査事業ほか

・後期高齢者医療制
度運営事業
・後期高齢者医療広
域連合納付金
・後期高齢者医療保
険料徴収
・後期高齢者医療健
康診査事業ほか

・後期高齢者医療制
度運営事業
・後期高齢者医療広
域連合納付金
・後期高齢者医療保
険料徴収
・後期高齢者医療健
康診査事業ほか

・後期高齢者医療制
度運営事業
・後期高齢者医療広
域連合納付金
・後期高齢者医療保
険料徴収
・後期高齢者医療健
康診査事業ほか

・後期高齢者医療制
度運営事業
・後期高齢者医療広
域連合納付金
・後期高齢者医療保
険料徴収
・後期高齢者医療健
康診査事業ほか

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 75歳以上及び一定の障害があると認定された65歳以上の方

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

被保険者が安心して医療を受けられるように安定した保険運営がされている。

根拠法令・個別計画等 高齢者の医療の確保に関する法律、兵庫県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例、丹波市後期高齢者医療に関する条例

事業期間 開始年度 20 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【１】みんなで支え育む生涯健康のまち

施策目標
１‐８【国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金】健康と老後の保障を支えよう

施策の展開
②後期高齢者医療制度の啓発

後期高齢者医療広域連合納付金 保険料還付金
会計区分 特別 賦課徴収費 後期高齢者医療健康診査事業ほか3事業

荻野浩仁 荻野　智子　堀　沙織

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

後期高齢者医療制度運営事業 一般管理事業
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 後期高齢者医療事業 事業No. 
事業担当課 健康部　国保・医療課 所属長 山本　崇 担当者
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95.0 95.0 95.0
95.01 95.84 95.62 95.0

成果 現年度収納率 ％
現年度収入額÷現年度調定
額

94.0 94.0
32.40 32.60 25.80 30.00

成果
特定保健指導対象者の生
活習慣改善率

％
生活習慣改善者数÷特定保
健指導終了者数

45.00 50.00

成果 特定保健指導実施率 ％
特定保健指導終了者数÷特
定保健指導該当者数

55.0 57.0

50.00 50.00 50.00

40.6 40.1 40.7 40.0
60.0 60.0 60.0

29.5 32.2 32.8 30.0

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果 特定健診受診率 ％
特定健診受診者÷特定健診
受診対象者数

55.0 57.0 60.0 60.0 60.0

一般財源 1,622,730 1,827,128 1,884,690 1,844,714 1,844,251
その他特財 5,024,415 5,134,510 4,899,579 491,030 491,030
受益者負担金 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0
国・県支出金 2,058,492 2,124,097 2,040,108 5,327,417 5,327,417

特定財源 7,082,907 7,258,607 6,939,687 5,818,447 5,818,447

人件費E=D×2,000千円 0 0 0 2,000 2,000

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.00 0.00 0.00 1.00 1.00

人件費C=B×7,500千円 29,600 29,360 35,492 35,188 34,725

職員従事者数（人・年）Ｂ 3.70 3.67 4.67 4.63 4.63

令和元年度事業
及び積算内容

・保険税の賦課・徴収　　・レセプト点検
・保険給付事業　　　　 　・ジェネリック医薬品利用差額通知
・特定健康診査及び特定保健指導
・人間ドック受診料補助

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 8,676,037 9,056,375 8,788,885 7,625,973 7,625,973

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 8,705,637 9,085,735 8,824,377 7,663,161 7,662,698

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・国民健康保険税の賦課及び徴収　・保険給付事業
・健康診査、特定健康診査及び特定保健指導
・レセプトや健診結果の分析による保健事業の展開
・国保税滞納者について、保険証更新時を利用しての納税相談の強化と被保険者証等の適正な更新事務
・レセプト点検、被保険者資格管理の適正化
・ジェネリック医薬品の利用促進の啓発

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
保険税の賦課・徴収
保険給付事業
特定健康診査及び特定
保健指導
人間ドック受診料補助
レセプト点検
ジェネリック医薬品利用
差額通知

保険税の賦課・徴収
保険給付事業
特定健康診査及び特定
保健指導
人間ドック受診料補助
レセプト点検
ジェネリック医薬品利用
差額通知

保険税の賦課・徴収
保険給付事業
特定健康診査及び特定
保健指導
人間ドック受診料補助
レセプト点検
ジェネリック医薬品利用
差額通知

保険税の賦課・徴収
保険給付事業
特定健康診査及び特定
保健指導
人間ドック受診料補助
レセプト点検
ジェネリック医薬品利用
差額通知

保険税の賦課・徴収
保険給付事業
特定健康診査及び特定
保健指導
人間ドック受診料補助
レセプト点検
ジェネリック医薬品利用
差額通知

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 丹波市国民健康保険被保険者

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

・被保険者が年に一度は特定健診を受診するなど、自らの健康に留意し、積極的に健康づくりに取組む。
・制度の趣旨を理解し、特別の事情がない限り、保険税を適正に納付することにより、健全な財政運営がなされている。

④国民健康保険制度の積極的な情報提供と制度周知

根拠法令・個別計画等 国民健康保険法、国民健康保険法施行令、地方税法、国民健康保険条例、国民健康保険税条例
事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【１】みんなで支え育む生涯健康のまち
【１】みんなで支え育む生涯健康のまち

施策目標
１‐８【国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金】健康と老後の保障を支えよう
１‐８【国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金】健康と老後の保障を支えよう

施策の展開
①特定健診・特定保健指導の受診率向上 ③国民健康保険税の適正な賦課・徴収

保険財政共同安定化事業拠出金 介護納付金
会計区分 特別 後期高齢者支援金 退職被保険者等療養給付費他36事業

里　美典

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

一般被保険者療養給付費 一般被保険者高額療養費
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 国民健康保険事業 事業No. 
事業担当課 生活環境部　市民課 所属長 山本　崇 担当者
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事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

国民年金事務費
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 国民年金事務事業 事業No. 
事業担当課 生活環境部　市民課 所属長 山本　崇 担当者

⑤国民年金制度の積極的な情報提供と制度周知

会計区分 一般

石川　浩毅

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 公的年金制度加入者

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

国民年金制度による老齢年金、障害年金、遺族年金等の必要な社会保障を受けるために、適正な手
続きをする。

根拠法令・個別計画等 国民年金法
事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【１】みんなで支え育む生涯健康のまち

施策目標
１‐８【国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金】健康と老後の保障を支えよう

施策の展開

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・国民年金被保険者資格異動届等の受付業務
・国民年金保険料免除申請等の案内、受付業務
・各種裁定請求書の受付業務
・納付記録確認等国民年金に関する相談窓口業務
・管轄年金事務所への国民年金１号被保険者に関する情報提供

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
国民年金に関する相談
国民年金被保険者の資
格管理
国民年金被保険者の免
除等申請案内、受付
国民年金各種裁定請求
書受付
年金事務所への情報提
供

国民年金に関する相談
国民年金被保険者の資
格管理
国民年金被保険者の免
除等申請案内、受付
国民年金各種裁定請求
書受付
年金事務所への情報提
供

国民年金に関する相談
国民年金被保険者の資
格管理
国民年金被保険者の免
除等申請案内、受付
国民年金各種裁定請求
書受付
年金事務所への情報提
供

国民年金に関する相談
国民年金被保険者の資
格管理
国民年金被保険者の免
除等申請案内、受付
国民年金各種裁定請求
書受付
年金事務所への情報提
供

国民年金に関する相談
国民年金被保険者の資
格管理
国民年金被保険者の免
除等申請案内、受付
国民年金各種裁定請求
書受付
年金事務所への情報提
供

令和元年度事業
及び積算内容

・国民年金に関する相談　　・年金事務所への情報提供
・国民年金被保険者の資格管理
・国民年金被保険者の免除等申請案内、受付
・国民年金各種裁定請求書受付

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 1,096 2,013 2,560 3,029 3,029

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 9,416 10,173 9,780 10,629 10,529

人件費C=B×7,500千円 8,320 8,160 7,220 7,600 7,500

職員従事者数（人・年）Ｂ 1.04 1.02 0.95 1.00 1.00

人件費E=D×2,000千円 0 0 0 0 0

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

国・県支出金 12,726 11,606 10,272 10,738 10,738
特定財源 12,726 11,606 10,272 10,738 10,738

受益者負担金 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0

一般財源 -3,310 -1,433 -492 -109 -209
その他特財 0 0 0 0 0

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果
窓口における届出書等受
付件数

件
資格異動、免除等申請書、裁
定請求書等の受付件数

5,000 5,000 5,000 5,000 5,000
4,813 5,040 4,596 3,551

6,000 6,000 6,000
6,014 6,332 5,856 3,413

活動
窓口、電話での相談受付件
数

件 窓口、電話での相談件数
6,000 6,000

12 12 12
12 12 12 12

活動 市広報誌での掲載 件 広報誌掲載件数
12 12


